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拠出金の激増と，医療費の急増によって，健保組

合財政は，いま急速に悪化しつつある。すでに，存

続か解散かの岐路に立つ組合も少なくない。

健保組合の崩壊を阻止し，反転して健保組合発展

の足場を築くための強力な健保連活動が，今ほど切

実に求められているときはない。健保連は，かつて

ない重大な試練のときを迎えている。

強力で的確な活動を進めていくうえにまず必要な

ことは，活動の目標と進路を明確にすることであ

る。

かつてわれわれは，「医療保険に関する基本方

策」（昭和52年9月）を決定し，これを指針とし

て，その後の激動の10年，さまざまな活動を進めて

きたが，この間の制度改革は，われわれの意図とは

大きな隔たりのあるものであり，これが，今日の健

保組合の財政危機の原因になったことはまことに残

念である。しかし，われわれは健保組合制度を維持

していくために，なお不倒不屈の信念をもって，難

局を打開していかねばならない。

「基本方策」以来，周辺の情勢も大きく変化した。

現在の諸問題に対処するためには，この10年の活動

の点検と反省にもとづいて，新しい視点からの指針

づくりが必要である。

ここに医療保険に関する基本方策」を全面的に見

直し，今後の医療保険制度のあり方について，われ

われの考え方を内外に明らかにしようとするもので

ある。

○　活動の経過と現状

1．「医療保険に関する基本方策」は，当時，石油

ショック後の経済の低成長への移行，国の財政状

況の悪化，その中での福祉見直し論の台頭など，

まさに時代の流れが変わりはじめた情勢を背景

に，若しかった医療費の急増に対する危機感を強

めつつ，決定されたものである。

その中心的なテーマは，医療供給体制の整備改

善と，医療費支払制度の改革であり，その断行を

政府に強く求めたものである。

また，組合方式を積極的に推進すべきであると

し，制度の統合や財政調整の考え方には強く反対

した。高齢化社会の進行に備え，国民全体が公平

に負担する新しい財源調達方式で老人医療保健制

度を創設すべきこと，退職時の保険者が管掌する

退職者医療給付制度を実施すべきことを提唱し

た。本人家族の給付率の統一と1割程度の自己負

担の導入も主張した。これにあわせて，健保組合

相互間で健康管理や財政窮迫組合助成の共同事業

を実施する方針を提起した。

2．昭和56年7月，臨時行政調査会の基本答申を受

けて以来，政府は，国の財政再建のための行財政

改革を次々と実施した。特に社会保障関係経費の



抑制合理化に重点がおかれ，これは厚生省予算に

対する概算要求マイナス．シーリングが効果的に

作用した。

昭和58年2月からは老人保健制度が，昭和59年

10月からは退職者医療制度が，われわれの提唱と

は大きく異なる内容で発足した。

もともと，民間活力重視，増税なき財政再建が

臨調行財政改革の基本理念とされながら，実際に

は，民間活力の象徴的存在とされる健保組合の活

力を減殺する改革が次々と実施されてきたのであ

る。

その頂点は，昭和62年1月からの老人医療拠出

金の加入者按分率の不当な拡大であった。これこ

そ被用者保険の事業主及び被保険者に対する実質

増税であり，国民健康保険との間の負担の不公

平，不合理を拡大し，健保組合財政に大きなダメ

ージを与える政策である。われわれは，その不当

性を訴え，投資関係団体と協力しながら，1年半

に及ぶ期間，組織をあげて反対活動を展開した

が，ついに力及ばなかった。

3．一方，医療供給体制の整備充実と医療費支払制

度の改革は，この間，ほとんど手つかずのまま放

置されており，状況は一層悪化したといってよ

い。

出来高払制の乱用，悪用は老人医療費において

特に顕著であり，営利主義の横行が日本の医療保

険制度をますます歪めたものにしてきている。

昭和59年10月からの被保険者定率1割負担の実

施の効果も，わずか2年の間に消え失せ，今日の

医療費の上昇は，再び国民所得の伸びを大きく上

回り続けている。

最近，厚生省は，ようやく医療供給サイドの改

革に取り組む姿勢を示し，われわれも一応の評価

はしているが，医療関係団体の強い反対の声の前

に，動きはまことに鈍く，前途の見通しは不透明

である。

4．昭和50年代に医療費増高に苦しめられた健保組

合に，昭和60年代はさらに拠出金負担増という重

荷が加わってきており，深刻な財政危機が到来し

ている。

昭和62年度は，全体として恐らく史上初の経常

収支赤字に転落するであろう。昭和63年度以降の

赤字拡大も必至である。健保組合財政は，すでに

容易ならぬ事態に突入している。不合理な拠出金

負担の構造と，過剰で放漫な医療費の支払方式が

変えられない限り，健保組合制度は，ひたすら崩

壊の途をたどるほかはない。健保組合は，制度創

設以来，最大の危機に直面しつつあるのである。

5・かえりみて「医療保険の基本方策」におけるわ

れわれの提唱のうち，被保険者定率1割負担は実

施され，自らの手による共同事業の強化も実行に

移されたが，他にみるべき成果はない。むしろ制

度の大きな後退を招いている現実を冷厳に受けと

めねばならない。われわれの活動が，結果的にき

わめて非力であったことも素直に認め，反省する

必要がある。しかしなお健保組合制度を守り，健

全な発展を期することは，われわれの重要な任務

であり，その責任は果たされねばならない。

すでに国保制度の改革問題をはじめとして，政

府の関係審議会，懇談会においては，医療保険制

度一元化問題につながる論議が始められている。

一方，今後の高齢化社会に備えて，抜本的な税

制改革も具体化しようとしている。

今こそ健保組合の総力を結集し，組織をあげて

医療保険制度改革の行動を強化しなければならな

い。

まさに健保連活動の真価が問われるときが近づ

きつつあるのである。

第1章　重点事項

医療保険制度改革に関するわれわれの提言のう

ち，特に重点事項とするものは，次のとおりであ

る。

1．わが国の医療保険制度は，今後とも被用者保険

と地域保険の二本建ての体系で運営されるべきで

 

あり，組合方式の一層の推進が図られるべきであ

ること。

2．現行の老人保健制度の財源調達方法は，きわめ

て不公平不合理であり，このままでは被用者保険

の財政を崩壊させることは必至である。老人保健



制度は，医療保険制度から切り離し，間接税によ

る新税制により，全国民が公平に財源を負担する

仕組みに再編成されるべきであること。

これを老人保健制度改革の基本的方向としつ

つ，老人医療費拠出金の算定方法の改革をすみや

かに実施すべきであること。

3．国民健康保険の給付率改善などに関する財源調

達の手段として，国民健康保険と被用者保険との

間に財政調整を行うことは，絶対に容認できない

こと。

4．医療供給体制の改善整備を図るとともに，出来

高払方式を改革するなど抜本的な医療費適正化措

置が講じられるべきであること。

特に，老人医療費支払方式に閲し，慢性疾患に

ついては，現行出来高払制を改め，定額支払方式

にすみやかに移行させるとともに，不必要な長期

入院を解消するための積極的な施策が講じられる

べきであること。

第2章　個別事項

第1医療保険の体系

わが国の医療保険制度において被用者保険と地域

保険では，歴史的にみて発展の過程が異なるととも

に，被保険者の就労や所得の態様が著しく相違する

など社会保険としての適用条件に根本的な違いがあ

る。わが国の医療保険制度は，今後とも被用者保険

と地域保険の二本建ての体系で運営されるべきであ

る。

1．被用者保険

（1）組合管掌健康保険

被用者保険の管理運営方式としては組合方式

が最適である。健保組合は，すぐれた特性を生

かし，医療費適正化対策や保健施設活動などに

より経営の効率化をさらに推進するなど，被用

者保険のリーダーとしての役割を果していく必

要がある。

（2）政府管掌健康保険

政管健保の運営に当たっては，経営効率化が

図られるよう事務組織の改善等について検討す

べきである。

2．地域保険

国民健康保険については，経営規模を広域化（た

とえば県単位の実施）するとともに，経営効率の改

善措置を図るべきであること。

第2　老人保健制度の改革

現行制度による財源調達は，被用者保険に著しく

偏って重く，国民健康保険との間の負担の不均衡を

生じている。不公平かつ不合理な費用負担方式によ

って被用者保険においては，拠出金の負担が過重と

なり，近い将来，本来の事業連営が不可能になる事

態を生じることが強く憂慮される。したがって，

1．老人保健制度は，医療保険の体系から切り離

し，新たに財源調達を図る方式に再編成すべき

であること。

2．新しい財源調達の方式としては，全国民が公

平に費用の負担を行う見地から，間接税による

新しい税制によるべきであること。

3．老人医療費については，慢性疾患について定

額支払方式を導入するなど合理化を図るべきで

あること。また，適正な定率患者負担を設定す

ること。（＊この間題については「第6　老人

医療の改革」において具体的な考え方を提

言。）

4．制度の運営主体を再検討し，医療費の効率的使

用，適正化が徹底できる体制を確立すること。

なお，現行制度のもとにおける国・公費負担

については，拡充が図られるべきものであるこ

と。

第3　給付と費用負担

最近，低成長経済下の国民所得の伸びを上回る医

療費の著しい増加が続いているが，経済の実勢から



乖離して，毎年，医療費のみが巨額の上昇を続ける

ことは，許されるものではない。

われわれは給付と費用負担の問題を検討するにあ

たり，国民医療費の伸びは，国民所得の伸びの範囲

内にとどめられるべきであり，これが高齢化社会に

おける医療保険制度の維持運営の必須条件であるこ

とを強く主張する。政府は，給付と負担の公平を図

るために医療保険制度の一元化を行うとしている

が，その前にまず，医療費の異常な増高を抑制する

ため，実効ある措置を講ずべきである。

1．給付の公平

（1）昭和59年の健康保険法改正によって，被保険

者本人についての8割給付制（当面は9割給

付）が導入された。給付率8割は，医療保険の

すべての制度にわたる本人．家族を通じての統

一的な目標として位置づけられたものとみるべ

きである。

（2）健康保険の被保険者及び被扶養者の給付率を

8割に統一するにあたっては，その前提とし

て，次の条件がみたされなければならない。

ア．医療機関の配置の不均衡の是正

現在わが国の医療保険は，自由開業医制の

もとでの医療供給体制を前提として機能して

いる。そのために，供給体制の整備が不徹底

で，たとえば，地域的に医療機関の配置に不

均衡がある場合には，たとえ給付率が統一さ

れても，現実には医療の確保に不平等が生じ

ることとなる。まず，医療機関の配置の不均

衡是正を図るべきである。

イ．不当かつ法外な保険外負担の解消

不当な保険外負担については，その解消が

永い間の懸案とされながら，実際には未解決

のまま推移してきている。特に，入院患者に

対して多様な名称の，かつ，法外な額の保険

外負担が現存している。給付率の統一が行わ

れるとすれば，その前に，現在の不当かつ法

外な保険外負担の解消が図られなければなら

ない。

行政当局においては，保険外負担の実態を

十分に把握し，不当なケースには厳重な行政

指導を行い，悪質な医療機関には行政処分を

行うなど，すべての国民が納得できるような

 

措置を講ずべきである。

ウ．資格喪失後の継続給付及び任意継続被保険

者制度の原則的廃止

医療保険のすべての制度を通じて，給付率

が統一されるとすれば，被用者保険の被保険

者でなくなった場合の特例的な措置は必要と

しなくなる。現金給付に閲し経過的な配慮を

加えつつ，この制度は廃止されるべきであ

る。

2．負担の公平

（1）わが国の税制には，公平．公正の観点からみ

て，大きなゆがみがある。特に，自営業者．農

漁業者に比し，サラリーマンに対する税負担が

著しく重く，不公平な実態がある。

一方，国民健康保険の運営の実態には，被用

者保険に比べ，著しく効率性を欠く面がある。

これらの事情からみて，今日，被用者保険と

国民健康保険の負担を公正に比較するための条

件は整っていないというべきである。

両制度間における負担の公平を論ずるために

は，まず，国民健康保険において次の課題の解

決が図られねばならない。

ア．被保険者世帯の完全な所得捕捉による租税

負担の不公正是正

イ．全市町村を通じての統一的で公平な保険料

賦課基準の法制化

ウ．保険者の財政力に応じた国庫負担の公正な

配分

エ．過大な保険料滞納の解消

オ．医療費適正対策の徹底

（2）国民健康保険の給付率の改善を行う場合，そ

の財源を被用者保険に依存することは，絶対に

容認できない。

（3）他の医療保険制度に対する国庫負担との均

衡，加入者按分率拡大の際の国の公約にかんが

み，財政窮迫健保組合に対する国の予算措置

は，拡充されるべきである。

3．関連事項

（1）被扶養者の給付率向上に伴う支出の増大，特

に老人被扶養者に関する拠出金負担増高の現状

からみて，給付率の8割への統一問題にあわせ



て，家族構成に応じた応益保険料負担制を導入

し，被保険者相互間の負担の公平を図るよう，

検討すべきである。

（2）附加給付のあり方については，今後の情勢の

変化に即して検討することとするが，当面，自

己負担額の適正な水準の設定について常に配慮

すべきである。

（3）高額療養費支給制度は，給付率の統一が行わ

れた場合には，支給基準等について見直しを行

うべきである。

（4）最近，医療の分野へ民間保険（簡易保険を含

む。）が進出しつつあるが，保険金受給のため

故意に入院を長期化させるなど，公的保険の医

療費増高の一因となるよううなものは，厳に排

除すべきである。

（5）健康保険の保険料賦課基準は，標準報酬制に

よるべきであるが，貸金実態の変動に即応し，

標準報酬上下限の改正は，すみやかに行われる

べきである。

第4　健保組合の連帯強化

1．設立

（1）健保組合の設立にあたっては，既設健保組合

の運営がそこなわれないよう配慮すべきであ

る。

（2）同一系列の企業であって，別々に設立されて

いる健保組合については，経営規模の拡大をめ

ざし合併の促進を図るなど，基盤強化に努める

べきである。

2．共同事業

健保組合をとりまく情勢がきびしさを加える中

で，組合相互間の連帯と協力は，さらに強化されね

ばならない。現在の共同事業については，実施方法

につき一層の効率化に努めつつ，健康管理事業も含

め，幅ひろく事業の拡充を図っていくため，積極的

な努力を積み重ねていくものとする。

第5　医療供給体制の改革

現行の医療供給体制及び医療費支払制度には大き

な欠陥があり，これが検査漬け薬漬け医療を生み，

 

貴重な医療費財源を濫費する原因となっている。政

府は，超高齢化社会に向けてのさまざまな備えの必

要性を国民に訴え続けているが，医療保険制度に関

しては，国民の負担増を求める前に，政府自らが，

あらゆる障害を排除して医療供給体制，医療費支払

制度の根本的改革を実現し，国民の信頼を得ること

こそ最優先の課題というべきである。

われわれも，これに対して積極的に支援協力した

い。

1．地域医療計画及び家庭医

（1）都道府県における医療計画の作成をすみやか

に完了すべきであり，事前の“かけこみ増床”

は厳に抑制されるべきである。

（2）プライマリーケアは，診療所を中心に行われ

るべきである。

また，家庭医の制度化を急ぎ，家庭医は家族

全員の健康相談を担当することが出来ることと

し，その費用は診療費とは別に支払う制度を導

入すべきである。

（＊老人登録医制導入については，「第6　老

人医療の改革」に提言。）

2．病院医療

（1）医科大学付属病院の診療については，他の医

療機関からの紹介を原則とするほか，研究・教

育の経費をのぞく診療報酬制度とすべきであ

る。また，正しい保険医療に関する教育・研修

を充実させるべきである。

（2）入退院に基準を設けるべきであり，老人病院

については，いわゆる特例許可外も含めた老人

病院の設備基準を設けるべきである。

（3）病院における高度医療機器の共同利用促進，

病院の開放化，患者紹介システム作り等の具体

化が促進されるべきである。

3．医師・歯科医師の養成と医療の評価システム

（1）医師・歯科医師数は，全体的には必要数を充

足しており，今後は，その適正配置を促進する

とともに養成数の削減を行い，供給過剰により

生ずる弊害を未然に防ぐべきである。同時に，

人間味あるよき医師．歯科医師の養成と，生涯

教育の確保を図るべきである。



（2）医療についての評価システムを設定すべきで

ある。また，患者自身が自分の受けた診療上の

疑念を気軽に持ち込めるチェック機関を作るべ

きである。

（3）保険医登録前の保険医療に関する十分な研修

．教育を義務づけるとともに，一定期間毎の登

録更新制を導入し，更新の際に，資質の向上を

図る措置を講ずべきである。

4．診療報酬

（1）病院と診療所のそれぞれの機能・特色に対応

した診療報酬の算定方法を定めるべきである。

（2）診療報酬点数の包括化を推進すべきである。

（3）入院時の給食材料費は，医療上特に必要な場

合を除き，患者負担とすべきである。

（4）医薬分業促進のための施策を悪用する，いわ

ゆる第二薬局の開設を禁止する措置を講ずべき

である。

5．医療費適正化対策

（1）医療費に著しい地域格差を生じている原因を

徹底的に解明し，その解消のための積極的な施

策が講じられるべきである。

（2）社会保険診療報酬支払基金における審査強化

に閲し，次のとおり改善を図るべきである。

ア．審査委員会は，すべて公益を代表する立場

にある委員による構成とすべきである。

イ．本部における再々審査の機能を法制化すべ

きである。

ウ．老人医療費の審査については，一般医療費

とは分離して，専門審査を行う体制に改める

べきである。

エ．診療報酬の請求，決定及び支払について，

機械処理システムを導入すべきである。

オ．調剤報酬請求明細書に対する実質的な審査

を行うため，具体的な措置を講ずべきであ

る。

（3）不正．不当な診療報酬の請求及び保険外負担

等に関する調査権を保険者に付与すべきであ

る。

（4）医療機関に，受診者への領収明細書の発行を

義務づけるべきである。

（5）市町村に，老人保健制度における保健事業の

 

実施の徹底と，老人診療報酬のレセプト点検の

毎月励行，点検内容の充実を図らせるべきであ

る。

なお，老人診療報酬に関する過誤請求は，健

保組合から直接行うことができるよう改めるべ

きである。

第6　老人医療の改革

1．支払方式の改善

（1）包括的定額払の導入

老人の疾患は，長期化，慢性化しやすく，身心

の機能回復，生活指導に重点をおいた医療を必要

とするものが多い特性があり，診療報酬の現行出

来高払をそのまま適用することは適正でない。

急性期を過ぎ，おおむね疾患が慢性化するとみ

られる時期に着目して，定額払に移行することが

適切である。

具体的には，入院，入院外の診療ともたとえば

3カ月経過後において，原則としてすべての医療

行為を包括した定額（入院，入院外，各診療科別）支

払方式に移行すべきである。入院は，さらに一定

期間経過毎に逓減するものとすべきである。

定額支払でない期間においても，老人の診療報

酬は，できる限り包括化（マルメ）を図ることと

すべきである。

なお，手術施行の場合など，医療に要する費用

が定額をこえることがやむを得ないと認められる

場合は，例外として別に定める基準によるものと

する。

（2）老人医療の指針の設定

前記（1）の支払方式導入のため，老人保健制度の

医療については，現行の診療報酬体系から切離

し，別建ての老人医療に関する指針（入退院の基

準を含む。）を設定し，これに基づく医療に対す

る診療報酬表を設けるべきである。

2．関連事項

（1）不必要な長期入院の是正等

ア．老人医療の指針において設定された入退院

基準は厳守させるものとし，これに従わない

場合には，当該入院医療費の支払を行わない

こととすべきである。



イ．病院の要請によっても退院に応じない患者

に対しては，保険者も，退院後の処遇，介護

の援助等について調整斡旋の協力を行うもの

とする。健保組合に関しては，都道府県連合

会毎に，行政機関や関係団体等との総合的な

連絡調整を図るものとする。

ウ．定額支払方式導入によって，老人医療がか

りにも粗診粗療に陥ることのないよう，十分

監視を行う体制を整えるべきである。

（2）適正な自己負担制

病院，老人保健施設，特別養護老人ホーム及び

在宅介護相互間において，それぞれの機能，目的

にそった老人の移動が円滑となるよう，整合性の

ある適正な自己負担制を設定すべきである。

特に病院に関しては，定率負担制の導入等によ

って，老人保健施設における負担の均衡を図ると

ともに，不当な保険外負担は厳に排除されなけれ

ばならない。

（3）老人登録医制

老人は，保険者が老人登録医として指定した医

療機関に，自主的に登録することができるように

すべきである。

老人登録医は，随時，登録した老人に対し，日

常の健康管理．指導等を行うものとする。

保険者は，老人登録医に対し，登録人員数に応

じて所要の費用を支払うものとする（登録した老

人は，費用負担を要しないものとする）。

（4）老人保健施設等

ア．老人保健施設の適正な設備・運営の基準及

び老人保健施設療養費の支給基準，人退所基

準を確立し，老人保健施設が，老人病床の増

設又は特別養護老人ホームの機能代替にひと

しい運営実態を生じることのないよう，慎重

に対処しなければならない。なお，極力，既

存病床の転用が図られるべきである。

イ．当面，新設される老人保健施設の入所者

は，入院患者からの移行を中心にすべきであ

る。

ウ．年金制度の福祉施設としての老人保健施設

の設置運営について，政府自らが積極的に努

力すべきである。

エ．保健施設又は福祉施設として，老人ホーム

等の整備を図るとともに，特別養護老人ホー

 

ムの一層の拡充を図るべきである。

（5）在宅介護

在宅介護（ケア）については，政府は，訪問看

護，介護のための施策を地方自治体や民間におい

て積極的に実施できるよう，財政面，システムづく

りの面において積極的な対策を講ずべきである。

（6）指導及び監査

老人保健制度の医療の実施状況に関する医療機

関に対する指導及び監査については，現在十分そ

の効果をあげていないと考えられる。行政庁は，

強力な指導及び監査を実施し，不正不当な医療を

排除すべきである。

第7　健康管理対策

健保組合にとって，医療費適正化の努力にあわせ

て，疾病の予防，健康増進を図るための健康管理対

策の重要性は，今日，益々高まっている。健保組合

毎の個別対策の充実，健保連の健康開発共同事業の

推進を図り，健保組合に対する被保険者及び事業主

の信頼と評価をさらに高めていくよう努力する必要

がある。

1．職域

職域における健康管理事業は，労働安全衛生法に

もとづき企業等が行う事業と調整を図りつつ，保険

者として積極的に取り組むべきである。

2．家庭

家庭を対象にした健康管理事業は，主婦を中心に

健康管理，特に食生活指導を積極的に実施すべきで

ある。また，地域における健康診査事業とも協調し

て，多くの主婦に受診機会を与えるべきである。さ

らに，幼児期からの歯科保健を推進すべきである。

3．身体の健康

人生の各段階に応じ，地域や職域において健康教

育，健康診査，生活指導及び体力づくりを積極的，

効果的に推進すべきである。

4・心の健康

職域，地域，また家庭において的確なストレス対

策を積極的に推進すべきである。


